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                                       （自動車交通部） 

■ 公示第２号 

 

「特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する 

特別措置法に基づく営業方法の制限に関する取扱いについて」の一部改正について 

 

「特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別

措置法に基づく営業方法の制限に関する取扱いについて」（平成２６年１月２７日付け公示第７６号）

を別紙のとおり一部改正する。 

 

平成２８年４月７日 

 

                           北陸信越運輸局長  江角 直樹 

 

別紙 
 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別 

措置法に基づく営業方法の制限に関する取扱いについて 

新 旧 

公    示 

 

公示第７６号 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自

動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措

置法に基づく営業方法の制限に関する取扱いにつ

いて 

 

公    示 

 

 公示第７６号 

 

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自

動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措

置法に基づく営業方法の制限に関する取扱いにつ

いて 

 

○ 公   示 

 
公  示 △「特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化 

及び活性化に関する特別措置法に基づく営業方法の制限に関する取扱いに 
ついて」の一部改正について                      ････P 1 

許認可等 △一般貨物自動車運送事業の許認可状況                  ････P 4 
 △指定自動車整備事業の指定                       ････P 4 

目     次 

北陸信越運輸局報 
http://wwwtb.mlit.go.jp/hokushin/ 

 

平成２８年 ４月１１日（月曜日）  第４７４号  

国土交通省 北陸信越運輸局                              毎月３回（1 日・11 日・21 日発行） 

明日の交通・環境を創造します。 
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 特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業

の適正化及び活性化に関する特別措置法等の一部

を改正する法律（平成 25 年法律第 83 号）の施行

に伴い、「特定地域及び準特定地域における一般

乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関

する特別措置法（平成 21 年法律第 64 号。以下

「法」という。）に基づく営業方法の制限に関す

る取扱いについて」を下記のとおり定めたので、

公示する。 

 

 平成２６年１月２７日 

 

      北陸信越運輸局長 和迩 健二 

 

 

記 

 

第１ 営業方法の制限による一般乗用旅客自動車

運送事業（法第２条第１項に規定する一般乗用旅

客自動車運送事業。以下「タクシー事業」とい

う。）の供給輸送力の削減の算定方法について

は、基本的には協議会の合意の下でその方法が取

り決められるものであるが、当該算定方法の目安

として、次の取扱いを設定することとする。 

 

１．タクシー事業の供給輸送力の削減は、タクシ

ー事業による減車によるもののほか、営業方法の

制限により行われることとなる。 

そのため、供給輸送力の削減率は、次のとおり

減車率に営業方法制限率を加えることにより算定

されることとなる。 

 

供給輸送力削減率 ＝ 減車率 ＋ 営業方法制限率 

供給輸送力削減率：減車及び営業方法の制限 

による供給輸送力の削減率 

減車率：減車による供給輸送力の削減率 

営業方法制限率：営業方法の制限による供給 

輸送力の削減率 

 

２．営業方法制限率の算定にあたっては、各々一

般乗用旅客自動車運送事業者（法第２条第２項に

規定する一般乗用旅客自動車運送事業者）ごと

に、営業方法の制限の方法が異なる場合があり得

ることから、次の方法により算定することとす

る。 

（ア）全日（週７日）とも保有する全車両の 20％

を使用停止する場合 

営業方法制限率 ＝ 20％ 

（イ）日曜日に保有する全車両を使用停止する場

 特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業

の適正化及び活性化に関する特別措置法等の一部

を改正する法律（平成 25 年法律第 83 号）の施行

に伴い、「特定地域及び準特定地域における一般

乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関

する特別措置法に基づく営業方法の制限に関する

取扱いについて」を下記のとおり定めたので、公

示する。 

 

 

 平成２６年１月２７日 

 

    北陸信越運輸局長 和迩 健二 

 

 

記 

 

 営業方法の制限による一般乗用旅客自動車運送

事業（法第２条第１項に規定する一般乗用旅客自

動車運送事業。以下「タクシー事業」という。）

の供給輸送力の削減の算定方法については、基本

的には協議会の合意の下でその方法が取り決めら

れるものであるが、当該算定方法の目安として、

次の取扱いを設定することとする。 

 

１．タクシー事業の供給輸送力の削減は、タクシ

ー事業による減車によるもののほか、営業方法の

制限により行われることとなる。 

そのため、供給輸送力の削減率は、次のとおり

減車率に営業方法制限率を加えることにより算定

されることとなる。 

 

供給輸送力削減率 ＝ 減車率 ＋ 営業方法制限率 

供給輸送力削減率：減車及び営業方法の制限 

による供給輸送力の削減率 

減車率：減車による供給輸送力の削減率 

営業方法制限率：営業方法の制限による供給 

輸送力の削減率 

 

２．営業方法制限率の算定にあたっては、各々一

般乗用旅客自動車運送事業者（法第２条第２項に

規定する一般乗用旅客自動車運送事業者）ごと

に、営業方法の制限の方法が異なる場合があり得

ることから、次の方法により算定することとす

る。 

（ア）全日（週７日）とも保有する全車両の 20％

を使用停止する場合 

営業方法制限率 ＝ 20％ 

（イ）日曜日に保有する全車両を使用停止する場
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合 

営業方法制限率 ＝ 日曜日収入率 

（ウ）火曜日に保有する全車両の 30％を使用停止

する場合 

営業方法制限率 ＝ 火曜日収入率×0.3 

（エ）水曜日に保有する全車両の 20％を、木曜日

に保有する全車両の 40％を使用停止する場合 

営業方法制限率 ＝ 水曜日収入率×0.2 ＋ 木

曜日収入率×0.4 

 

曜日収入率：特定の曜日の収入額 ／ １週間の

収入額 

曜日収入額は、各営業区域の営業実績等を踏 

まえて、協議会が北陸信越運輸局長の助言を 

受けて各営業区域内で統一した割合を設定 

する。 

 

３．営業方法制限率の算定にあたっては、協議会

の合意の下、２．以外の方法により実施すること

もできることとする。 

 

第２ 特定地域において、地域指定解除までの間

の全日、同一の車両について営業方法の制限を

行う場合の取扱いは以下のとおりとする。 

 

１．当該車両については、道路運送車両法（昭

和 26 年法律第 185 号。以下「車両法」という。）

に規定する抹消登録等（事業用自動車としての使

用権原を消滅させる登録をいう。以下同じ。）を

行うことができる。 

２．１．による抹消登録等を行った車両数を限

度として、特定地域指定の解除後６ヶ月を経過す

るまでの間、車両法に規定する新規登録等（使用

権原を発生させる登録をいう。以下同じ。）を行

うことができる。 

３．２．による新規登録等は、ユニバーサルデ

ザインタクシー（標準仕様ユニバーサルデザイン

タクシー認定要領（平成 24 年 3 月 28 日付け国自

旅第 192 号）に基づき国土交通大臣の認定を受け

たものをいう。）又は電気自動車（電気を動力源

とし、かつ、動力源とする電気を外部から充電す

る機能を備えている自動車をいう。）のタクシー

若しくは燃料電池自動車（電気を動力源とし、か

つ、動力源とする電気を水素と酸素を化学反応さ

せて作る自動車をいう。）のタクシー（以下「Ｕ

Ｄ車両等」という。）に限り行うことができる。

ただし、特定地域指定期間中に保有車両の一部を

ＵＤ車両等以外の車両からＵＤ車両等へ代替えし

た場合は、その車両数を限度としてＵＤ車両等以

合 

営業方法制限率 ＝ 日曜日収入率 

（ウ）火曜日に保有する全車両の 30％を使用停止

する場合 

営業方法制限率 ＝ 火曜日収入率×0.3 

（エ）水曜日に保有する全車両の 20％を、木曜日

に保有する全車両の 40％を使用停止する場合 

営業方法制限率 ＝ 水曜日収入率×0.2 ＋ 木

曜日収入率×0.4 

 

曜日収入率：特定の曜日の収入額 ／ １週間の

収入額 

曜日収入額は、各営業区域の営業実績等を踏 

まえて、協議会が北陸信越運輸局長の助言を 

受けて各営業区域内で統一した割合を設定 

する。 

 

３．営業方法制限率の算定にあたっては、協議会

の合意の下、(2)以外の方法により実施すること

もできることとする。 
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外の車両とすることができる。 

４．１．による抹消登録等を行う場合は、法第

８条の７に規定する事業者計画に、２．による新

規登録等を行う場合を除き、当該車両について減

車する旨を記載しなければならない。 

 

附 則 

 本公示は、平成２６年１月２７日から施行す

る。 

 

附 則（平成２８年４月７日付け公示第２号で一

部改正） 

 改正後の公示は、平成２８年４月７日から適用

する。 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

 本公示は、平成２６年１月２７日から施行す

る。 

 

 

 

 
 

■ 一般貨物自動車運送事業の許可状況（自動車交通部） 

 

事業者名(法人番号) 代表者 許可年月日 主たる事務所の位置 車両数 

株式会社 ヒノモト 

(法人番号 1100001027246) 

代表取締役 

町田 春樹 
H28.3.1 

長野県上高井郡小布施町 

大字小布施 2891 番地 8 
５ 

有限会社 坂井商店 

(法人番号 4110002012243) 

取締役 

坂井 望 
H28.3.4 

新潟県新潟市中央区網川原 

一丁目 2番 15－606 号 
５ 

株式会社 ライフトラックス 

(法人番号 5220001020391) 

代表取締役 

山城 大助 
H28.3.14 石川県白山市美里町 42番地 ５ 

 

 

■指定自動車整備事業の指定（自動車技術安全部） 

 

指定番号 北信指第４０１１５号 

指定年月日 平成２８年４月１日 

事業者名 ＡＯＩユーロ株式会社（法人番号 4210001003332） 

事業場の名称 フォルクスワーゲン小松 

事業場の所在地 石川県小松市宝町３１番１ 

対象とする自動車の種類 普通自動車（小型）、普通自動車（乗用）、小型四輪自動車、 

小型三輪自動車、軽自動車 

業務範囲の限定 なし 

指定の条件 なし 

 

 

○ 許 認 可 等 
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指定番号 北信指第４０１１６号 

指定年月日 平成２８年４月１日 

事業者名 ネッツトヨタ石川株式会社（法人番号 5220001005178） 

事業場の名称 ネッツトヨタ石川株式会社Ｕ－Ｃａｒシャンツェ七尾 

事業場の所在地 石川県七尾市本府中町ヲ２８番地１ 

対象とする自動車の種類 普通自動車（小型）、普通自動車（乗用）、小型四輪自動車、 

小型三輪自動車、軽自動車 

業務範囲の限定 なし 

指定の条件 なし 

 

以上 


